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大型コンテナ船は，我が国の港湾で

どれだけのコンテナを積み卸すのか？
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１．はじめに

 コンテナターミナル整備計画の需要予測では，

コンテナ船寄港一回当たりの積卸量が必要不可欠

である．これにより，航路成立の可否を検討し，

コンテナ取扱量予測値を推計し，最終的には，寄

港頻度から施設量・規模を設定する．しかし，デ

ータに基づいて，積卸量を算定した例が見当たら

ないため，航路別の相違や，船型の大型化を如何

に考慮するかが，大きな課題となっている．

２．積卸量・積卸率の算定

 五大港より提供いただいたデータとLloyd’sデ

ータを用い，積卸量と，積卸量を寄港コンテナ船

のTEU Capacityの2倍で除した積卸率について，経

年変化を見た．基幹航路（北米・欧州）の結果が，

図-1及び図-2であるが，積卸率が概ね横ばい傾向

に対し，積卸量は，増加傾向を示していた．

次に，全国輸出入コンテナ貨物流動調査（2003

年10月）データとLloyd’sデータ等により，船名デ

ータを用い，航路別に，積卸率の港湾別・船舶数

の分布状況を算定した．東南アジア航路の結果が，

図-3である．五大港の積卸率は，その他港湾より

大きくなっていた．

以上の結果より，積卸率は経年的に概ね安定し

ており，需要予測等における検討に使用可能であ

ること，積卸量は船型（TEU Capacity）の変化に

併せて増加していることが確認された．また，我

が国全体での航路別積卸率の目安値もとりまとめ

た．大まかな水準は，欧州航路を除く基幹航路は1

割弱，例えば5,000TEUの寄港船に対し1,000TEU

弱の積卸量，東アジア域内航路は，五大港：約2

割，その他港湾：1割5分，例えば1,000TEUの寄港

船に対し，約400，300TEUの積卸量となっていた．

３．おわりに

本研究の成果により，コンテナターミナル整備

計画の検討を，より精度良く，効率的・効果的に

行うことが可能となる．
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図-1 基幹航路の積卸量      図-2 基幹航路の積卸率    図-3 東南アジア航路の積卸率分布
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昭和 40 年代以降から急速に整備された下水道

事業は、近年、膨大な施設に対する老朽化が顕在

化し、改築事業費急増への対応が急務になってい

る。殊に下水道管きょは、近年、下水管起因の道

路陥没（図-1 参照）が発生し、小規模な陥没を含

めると、2007年度では約4,700件も発生している。

そのような中、現在、解決手段としてストックマ

ネジメントの導入が注目されている。ここでは、

導入に向けた調査研究成果の一端を紹介する。 

�. ストックマネジメント��������� 

導入に向けて重要視することは、既に埋設され

ている管きょの健全率を予測し、老朽化によって

急増する改築事業費をいかに確保するかである。

そして、限られた予算の中でリスク最小化を考え、

優先度を明確にした計画策定が必須となる。 

本研究では、管きょ内調査や改築実施状況を基

に健全率予測式を求め、中長期改築事業予測を進

めている。以下に、その予測式について述べる。 

�. 健全率予測式の��������� 

健全率予測式は、毎年、改築を必要とする管き

ょが、全体管きょのどれぐらいの割合で増えてい

るのかを表している。 

作成方法は、管きょ内調査から得た健全率と管

きょ延長調査から得た累積残存率を乗じて求めた

1)。健全率は、大都市8団体と一般都市4団体にお

ける約17万スパンの管きょ内調査データを用い、

経過年数ごとに整理した。累積残存率は、2005～

2007年度時点で埋設されている管きょ延長を全国

アンケートにより調査し、経過年数ごとに整理し

て曲線を求めた。図-2に健全率予測式を示す。   

予測式の傾きは、改築に必要な管きょの割合が、

毎年、約1.08％増加することを意味している。 
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 今後は、この健全率予測式を用いて、中長期改

築事業費の予測方法を検討する。さらにリスク最

小化を踏まえた事業優先度手法を確立し、下水道

管理者の自治体に向けて情報提供する予定である。 

 

図－1 道路陥没発生状況2) 
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図－2 健全率予測式 
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